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３．１．２ プレート構造・変形過程と地震発生過程の解明 

３．１．２．１ 構造探査とモデリングに基づくプレート構造・変形過程と地震発生過程

の解明 

 

(1) 業務の内容 

(a) 業務の目的 

地下構造探査・変動地形調査と、現実的なレオロジーモデルに基づく粘弾性数値モデル

化によって、プレート構造・長期間から短期間での変形過程と地震発生過程を解明する。 

 

(b) 平成２４年度業務目的 

2011 年東北地方太平洋沖地震が首都圏に与える影響を評価するために、東日本の構造モ

デルの構築に必要な既存データを整理・収集するとともに、数値実験についての手法開発

を行う。首都圏の震源モデル作成のために、既存反射データの再解析と変動地形調査を行

う。  

 

(c) 担当者 
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(2) 平成２４年度の成果 

(a) 業務の要約 

1) 首都圏下の今後の地震活動に対する 2011 年東北地方太平洋沖地震の影響を適切に評価

するためには、首都圏下の現実的な地下構造とアセノスフェアの粘性流動による時間変

化の効果をとりいれた合理的な地殻変動モデルを構築する必要がある。今年度の業務と

して、まず、既存の太平洋プレート上面、フィリピン海プレート上面のプレート境界形

状モデルを統合した日本列島域のプレート境界形状モデルを作成した。そして、この形

状モデルにもとづき、任意の形状を取り入れることのできる有限要素法を用いて、2011

年東北地方太平洋沖地震による地殻変動の数値シミュレーションの手法開発を行なっ

た。  

2) 首都圏の震源モデル作成のために、大大特・北関東測線の既存反射データの再解析を行

った結果、MDRS 法の導入と、適切な解析領域を設定した屈折トモグラフィの適用によ

ってイメージングの改善を図ることが可能であることが分かった。また、綾瀬川断層南

部の既存資料の検討を行い、その活動性の評価には、より可探深度が大きく、しかも都

市部のノイズを克服する高精度反射法地震探査と、撓曲変位の有無を確かめるための浅

部ボーリング調査を実施する必要があることがわかった。  

 



 58

(b) 業務の成果 

1) 2011 年東北地方太平洋沖地震による首都圏の応力変化の数値シミュレーション 

2011 年東北地方太平洋沖地震（以下 2011 年東北沖地震と略称する）により首都圏を含

む日本列島全域が大きな変形を受けた（Nishimura et al., 20111)）。地震後に関東地方の地震

活動は活発化しており（Ishibe et al., 20112)）、今後の地震活動について合理的な予測を行な

うことが喫緊の課題である。そこで本業務では、地震後の余効変動の研究に実績のある

Purdue 大学の Andy Freed 准教授と連携し、日本列島の現実的な地下構造とアセノスフェア

の粘性流動を考慮した、2011 年東北沖地震後の日本列島域の地殻変動と応力再配分の数値

モデリングを行なう。  

2011 年東北沖地震後の日本列島域の地殻変動は、日本列島域のプレート構造を持つ連続

体に M9.0 の地震に相当する力源（断層運動）を与えたときの変形応答と見ることができ

る。地震時のすべり分布に関しては、地震波解析（例えば、Simons et al., 20113); Yagi & 

Fukahata, 20114)）や測地インバージョン解析（例えば、Ozawa et al., 20115), 20126)）などか

ら得られている。一方、日本列島の地下構造は、三つのプレートが相互作用しているため

に本質的に三次元的である。また関東地方においては伊豆半島の衝突の影響が顕著である

（例えば、Sato et al., 20057)）。さらに、より詳細な三次元地震波速度構造が地震波トモグ

ラフィーによって求められており（Matsubara et al., 20088); Matsubara & Obara, 20119)）、こ

のような水平不均質がひき起こす局所的な応力集中の解明も求められている。  

上記のように複雑な構造を持つ物体の変形問題を数値的に解くための有力な手法とし

ては有限要素法が挙げられる。有限要素法（FEM）は、偏微分方程式の近似解法として理

工学の分野で幅広く用いられ、地震学においても地殻変動、地震波伝播、マントル対流な

どの問題にすでに多くの適用例があり、本業務が扱う地殻変動問題にも応用可能である。

本業務では、ダッソー・システムズ社による Abaqus CAE ソフトウェアを用いてモデリン

グを行なった。  

本年度は、日本列島域のプレート境界形状をもとにした、単純な弾性−粘弾性構造を作

成し、2011 年東北沖地震のすべり分布を与えたときの変形応答を計算した。以下にその詳

細を述べる。  

 

a) 日本列島域のプレート境界形状 

日本列島域の地下構造モデルとしてまず考慮に入れなければならないのはプレート構

造である。日本列島下には東から太平洋プレート、南からフィリピン海プレートが沈み込

んでいる。プレート境界面の具体的な形状は地域ごとに地震活動から推定されている。東

北日本弧に関しては、Nakajima & Hasegawa (2006)10)、Nakajima et al. (2009)11)、Kita et al. 

(2010)12)によって太平洋プレートの上面の形状が求められている。また、西南日本〜琉球

弧に関しては、Baba et al. (2002)13)、Nakajima & Hasegawa (2007)14)、Hirose et al. (2008)15)、

弘瀬・他(2008)16)、Nakajima et al. (2009)11)によってフィリピン海プレートの上面の形状が

求められている。また千島弧、伊豆小笠原弧、マリアナ弧、琉球弧におけるスラブ上面の

形状は Slab1.0 モデルとしてまとめられている（Hayes et al., 201217)）。これらを補間して日

本列島域のプレート境界モデルを作成した。作成した面を図 1(P.70)に示す。  
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b) FEM による 2011 年東北沖地震後の地殻変動モデリング 

2011 年東北沖地震は、南北 500 km にわたる震源域を持ち、マグニチュードは 9.0 にお

よび、その地殻変動は日本列島全域に及んだ。そのため、モデル領域は日本列島を含む十

分な広さをとらなければならない。深さ方向には上部マントルまで考慮に入れる。本業務

においては、モデル領域として 4500 km × 4900 km × 670 km の大きさの直方体をとる。a)

において作成したプレート境界形状を、原点を (140E 40N) として、正距方位投影法によ

ってモデル領域のデカルト座標系に変換した。  

物性構造は、本年度では、簡単のために弾性−粘弾性の二層構造とする。沈み込みを受

けるユーラシア大陸側の弾性層の厚さは 30 km、海洋プレートは 70 km とした。またスラ

ブも厚さ 70 km の弾性層とし、その他の深部領域は一様なマクスウェル粘弾性体とした。

弾性層はヤング率 100 GPa、ポアソン比 0.25、粘弾性層はヤング率 200 GPa、ポアソン比

0.25、粘性率1019 Pas とした。図 2(P.71)にプレート境界面で分割したモデル領域の形状と

物性構造を示す。  

上記のモデル領域に、2011 年東北沖地震に相当する力源を与え、与えられた境界条件の

もとで弾性体、粘弾性体の平衡方程式を解くことによって、地震時、地震後の準静的変形

場を求めることができる。地震は力学的には断層面における接線方向の変位の食い違いと

して表現されるが、FEM においては、この力源を、微少な間隔をおいた 2 つの外部境界面

に断層すべりに相当する相対変位境界条件を与えることによってモデル化する。断層面が

形状を持っていたり、断層面の中ですべりに分布を持たせたりしたい場合には、断層面を

複数の小断層に分割してそれぞれの小断層にすべりを与えることにより、形状やすべり分

布を与えることができる。本業務では、断層面を 320 の小断層に分割し、Ozawa et al. (2012)6)

によるすべり分布を与えて計算を行なった。またモデル領域の地表面を除く外周部におけ

る境界条件として変位の並進 3 成分固定の境界条件を与えた。  

このようにモデル領域と荷重と境界条件を設定した上で、領域をメッシュ分割して数値

的に平衡方程式を解いた。本業務では、プレート境界面が複雑な形をしているため、四面

体メッシュによってモデル領域を分割した。各メッシュは 20－100 km の大きさを持ち、

モデル領域全体で 50 万個のメッシュに分割された。  

図 3(P.71)に震源付近における鉛直断面と地表面におけるミーゼス応力の 100 年間の変化

を示す。地震直後には地震すべりによる応力は上部マントルの底部にまで及んでいるが、

粘弾性層においては時間とともに弱まっていることが見て取れる。一方、弾性層において

は応力の及ぶ領域が時間とともに広がっている。これは、粘弾性層で応力緩和が起こるた

め、弾性層のみで 2011 年東北沖地震による力源を支えなければならなくなるために起こる

変化である。このような応力緩和による変形は GPS 観測で認められる余効変動とも対応し

ている（Ozawa et al., 20126））。  

図 4(a, b)(P.72)には東西変位と鉛直変位を示した。図 4(a)(P.72)では地震直後に 10 m 以上

の東西変位が起こり、時間とともにさらに収束変形が進む様子を表している。また図

4(b)(P.72)では地震直後に東北地方の太平洋沿岸に大きな沈降が起き、地震後はさらに沈降

が進行している。この結果は、地震直後の 1 m におよぶ太平洋沿岸の沈降の観測とは調和

的であるが、地震後に隆起が起こって地震時の沈降を解消している事実は説明できない

（Ozawa et al., 20115), 20126)）。地震後の余効変動に関しては、これまでの研究で、アセノ
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スフェアの粘弾性緩和、余効すべり、地殻内の間隙流体の流動などの効果が指摘されてい

るが、現段階では粘弾性の効果のみしかとりいれられていない。観測されている地震後の

隆起は余効すべりの効果によるものと考えられる。したがって、上下変動を説明するため

には、今後、余効すべりをモデルに取り込んでいく必要がある。  

 

2) 首都圏の震源モデル作成のための既存反射データの再解析と変動地形調査 

a) 首都圏の震源モデル作成のための既存反射データの再解析 

1)で行いつつある 2011 年東北沖地震後の日本列島域の地殻変動と応力再配分の数値モ

デリングを行う際に、対象領域の内陸部の震源断層モデルをより精度良く求めてこれを取

り入れることは、他地域での例でもあるように（Freed et al., 200718); Ali et al., 201019)）、既

存の弱面である首都圏の活断層が 2011 年の巨大地震によって実際にどのような挙動を示

す可能性があるのかを数値モデリングによって考察する上で非常に重要な点である。加え

て、首都圏の地震災害軽減という課題の重要性に鑑みれば、第四紀後期に活動した証拠に

乏しい断層であっても、ひとたび活動し地震を発生させれば甚大な被害を及ぼす可能性の

ある構造については、この様なモデリングにおいて取り扱うことが必要であると考えられ

る。  

首都圏では、1990 年代初頭より深部構造探査のデータが集められてきた（例えば、佐藤・

他，201020)）。これらは震源断層モデル、特に深部形状を推定する上で非常に有用なデータ

セットである。一方で、様々なデータ取得パラメータと解析手法によって作成されている

ため、最新の解析技術を適用することによってイメージングを改善できる余地が大いにあ

る。  

このような観点から、本年度はテストケースとして 2005 年大大特・北関東測線で取得

された深部構造断面佐藤・他，201020)）のイメージング向上を目的とした反射法再解析を

行った。2005 年大大特・北関東測線は、綾瀬川断層・武蔵野台地北東縁の活構造・立川断

層など、関東平野に分布する主要な活構造を横断しており、その深部形状についての検討

が既になされている（Ishiyama et al., in review）など、首都圏の震源断層モデルの構築にお

いて鍵となる重要な測線のひとつである。今回の解析では、傾斜イベントのイメージング

向上に有効とされる CRS（Common Reflection Surface）法の一手法である、複数の傾斜イ

ベントに対応可能な MDRS 法（Multi-Dip Reflection Surface）（Aoki et al., 201021)）を採用

し、屈折初動を用いた屈折トモグラフィによる速度構造解析と、これに基づく断面作成を

行った。  

平成 17 年度大都市圏地殻構造探査「北関東測線」の発震点、受振点及び CMP 重合測線

を表示した広域調査測線図を図 5(P.73)に示す。当該測線は、東京都あきる野市の県道 31

号線上に起点に、茨城県坂東市に至る測線長約 91km の測線である。測線の西半分は南西-

北東方向、東半分は東西方向に設定されている。地形的には、測線西から関東山地、多摩

川低地、武蔵野台地、荒川低地、大宮台地、中川低地に大きく区分される。  

 

（データ取得仕様）当該測線における反射法データ取得では、最大展開長 18km の固定展

開により南西端から発震点を移動させデータを取得し、途中から展開長約 16km の中点展

開とし、測線北東端では固定展開としてデータが取得されている。また、屈折法データ取



 61

得では片側展開長 20～38km の固定展開によりデータが取得されている。調査の概要を表

1(P.67)に、データ取得仕様一覧を表 2(P.67)に示す。 

以下に、バイブレータを用いた反射法測線(CMP 重合測線長 91.05km)のデータ解析内容

について記述する。既存解析データ処理フローを図 6(P.73)に示す。以下に主要な処理ステ

ップについて表 3(P.68～69)にまとめた。以上の CMP 重合処理の結果、重合時間断面（図

7(a)、P.74）、重合後時間マイグレーション断面（図 7(b) 、P.74）、重合後時間マイグレー

ション断面に対する深度変換断面（図 7(c) 、P.74）を得た。本解析では、標準的な反射法

データ処理フローに加えて、CRS/MDRS 法による高精度イメージング処理を実施した。CRS

重合法では、CMP に属するトレースだけではなく、その近傍の CMP を多数併せた

Supergather を重合処理することによって、従来の CMP 重合法とくらべて飛躍的に高い重

合数を確保し、S/N 向上が図られる。また、反射点の異なるトレースの重合を空間解像度

の劣化を抑えつつ適切に行うため、CRS 法におけるムーブアウト補正では、零オフセット

記録上での反射波走時の傾斜及び曲率といった CMP 間の挙動に関わるパラメータが自動

推定され、走時補正を経て重合記録が構築される。今回の解析では CRS 法の一手法である、

複数の傾斜イベントに対応可能な MDRS 法（Multi-Dip Reflection Surface）を採用した。

MDRS 処理の概念図を図 8(P.75)に、処理フローを図 9(P.75)に示す。データ解析パラメータ

を表 4(P.69)に示した。以上の MDRS 重合処理の結果、重合時間断面（図 10(a) 、P.76）、

重合後時間マイグレーション断面（図 10(b)、P.76）、重合後時間マイグレーション断面に

対する深度変換断面（図 10(c) 、P.76）を得た。  

また、本調査で取得された全ての記録（屈折法及び広角反射法記録、反射法記録）を用

いて、屈折法データ解析フロー（図 11、P.77）に従って、屈折トモグラフィ解析を実施し

た。なお、屈折波 Tomography 法では 2 次元の鉛直面が解析対象であり、不規則発震点及

び受振点分布に関しては投影面への投影が必要である。本解析では投影ラインを(1)調査測

線全体範囲について、投影ラインを 1 本とする、(2)調査測線を南西-北東方向と、東西方

向に分割し、投影ラインを 2 本に分ける、(3)調査測線中央部について、投影ラインを 1 本

とする、の 3 通りを設定した。それぞれの場合について、屈折トモグラフィ解析結果と CMP

重合処理既存解析結果深度断面図との重複表示結果及び MDRS 解析深度断面との重複表

示結果を図 12(P.78)、図 13(P.79)および図 14(P.80)に示す。  

既存解析による深度断面（図 7(c) 、P.74）と MDRS 法を行った深度断面（図 10(c) 、P.76）

を比較すると、荒川低地に伏在する逆断層上盤側の背斜構造に参加する上総層群に対応す

る反射面群の連続性は、既存解析（CDP800-1200 の深度 2km 以浅）よりも MDRS 法によ

る深度断面の方が良い。また、綾瀬川断層上盤側の背斜後翼部に参加する上総層群に対応

する反射面群（CDP700-850 の深度 1km 以浅）はより明瞭かつ連続性が良くなっており、

全体としてイメージングの向上が図られているものと考えられる。  

また、屈折法の結果（図 12(P.78)、図 13(P.79)、図 14(P.80)）を見ると、測線の屈曲部を

無視して投影ラインを作成して解析を行った結果（図 12(P.78)、図 14(P.80)）では、深度断

面で確認できる褶曲構造とは無関係に見える短波長の高速度異常が認められる

（CDP1900-2100 の深度 2-3.5km）。これに対して、調査測線の屈曲部で解析測線を分けた

場合、深度断面の褶曲構造と速度構造がより調和的であるように見える（図 13、P.79）。屈

折トモグラフィ解析は二次元鉛直断面で解析を行うため、顕著な屈曲部がある北関東測線
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のように測線の平面形状が複雑な場合、無理のない二次元断面を作成できる範囲で領域を

分割して解析を行うのが適当であると考えられる。  

 

b) 首都圏の震源モデル作成のための変動地形調査 

a)で述べたように首都圏には深部構造探査の断面は得られつつある。その一方で、活断

層の浅部構造については、人口稠密地域でありノイズレベルが高く、加えて機器の展開に

多大な労力と困難が伴うため、良好なデータは数少ないのが現状である。一方、近年汎用

性の高い独立型の収録器が開発され、これらを多数で展開し、比較的出力の大きいバイブ

レータ型震源と併用することで、都市部における活断層の精度良いイメージングが可能に

なりつつある（例えば、石山・他，201222)）。そのような観点から、首都圏の活構造でより

高精度の浅部構造を明らかにする必要がある構造について、既存資料から検討を行った。 

首都圏の活断層のうち、とりわけその浅部構造の実態が不明であるのは、綾瀬川断層（図

16、P.82）である。綾瀬川断層の北部については、石山・他(2005)23)によって浅層反射法地

震探査が実施され、中位段丘面の撓曲崖地形と調和的な撓曲構造がイメージングされてい

る。一方で、綾瀬川断層南部については、埼玉県(1996)24)で何本かの反射法地震探査が実

施され、上総層群相当層の変位を認めている（図 17、P.82）。一方、地震調査研究推進本部

(2000)25)は、反射断面で見える変位について、断面下方で不鮮明であることから、断層帯

南部では活断層ではないと指摘している。その後、渡辺(2007)26)が変位地形の存在を指摘

している。また、上述の変位地形の指摘に加えて、反射断面（Line A）を再検討した結果、

断面下方で変位が不鮮明になるのは、構造が下方で消滅するからとは必ずしも言えず、探

査の可探深度を超えているからである可能性がある。また、Line A に認められる変位の地

表延長には、これと調和的な西向きの崖地形が中位段丘面上に認められる。この様な検討

から、より可探深度が大きく、しかも都市部のノイズを克服する高精度反射法地震探査と、

撓曲変位の有無を確かめるための浅部ボーリング調査を実施して、綾瀬川断層南部の活動

性と実態解明を行うことが必要であると考えられる。  

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

１）既存の太平洋プレート上面、フィリピン海プレート上面のプレート境界形状モデルを

統合した日本列島域のプレート境界形状モデルを作成した。この形状モデルにもとづ

き、任意の形状を取り入れることのできる有限要素法を用いて、2011 年東北地方太平

洋沖地震による地殻変動の数値シミュレーションの手法開発を行なった。物性構造は

単純な弾性−粘弾性二層構造に設定した。計算結果は、粘弾性層における応力緩和に

ともなって、弾性層において応力の及ぶ範囲が広がっていくという基本的な性質を示

す。また、水平変位は、ユーラシア−太平洋プレートが地震後も時間とともに収束運動

することを示している。一方、鉛直変位は、地震時の東北地方の太平洋岸における沈

降は説明できるが、その後観測されている隆起は計算によって再現できない。これは

地震後の余効すべりの効果が取り入れられていないためである。今後、余効すべりの

効果をモデルに取り入れる必要がある。  

２）首都圏の震源モデル作成のために、大大特・北関東測線の既存反射データの再解析を

行った。その結果、MDRS 法の導入と、適切な解析領域を設定した屈折トモグラフィ
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の適用によってイメージングの改善を図ることが可能であることが分かった。また、

綾瀬川断層南部の既存資料の検討を行い、活動性の評価には、より可探深度が大きく、

しかも都市部のノイズを克服する高精度反射法地震探査と、撓曲変位の有無を確かめ

るための浅部ボーリング調査を実施する必要があることが判明した。  
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(3) 平成２５年度業務計画案 

東日本の構造モデルを作成し、三次元粘弾性有限要素法により平成 23 年東北地方太平

洋沖地震後の余効変動・応力変化を求め、観測されたデータと比較し、既存弱面に作用す

るクーロン応力を求める。綾瀬川断層南部を横切る反射法地震探査を実施し、断層モデル

を作成する。  

 

 

 

 


